

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































四、九四二人 六八七人 七、六五三件 ’九八五年
五、九四五人 二、一八六人 一○、五七三件 ’九八六年
Ｈア〆リカにおける判例法の進展
この人権の国民性の枠を破って世界的普遍性を認識し、外国人にも人権、しかも生存権を保障するにいたる過程を
鮮明に示しているのは、アメリカにおける判例法進展の歴史である。そこでまずアメリカの例をみておきたい。
この問題は、より大きく、外国人に対してわが国憲法上の基本的人権が適用されるか否かという、外国人の憲法上
の権利主体性の問題の一環である。かって憲法が国家と国民の間の関係の規律としての性格が強かった段階では考え
られなかった問題であろうが、人的国際交流が盛んとなるにつれ、また人権保障の国際化が進むにつれ、外国人への
憲法上の人権規定の適用に関する判例の増加とともにこの問題を顕在化せしめた。そして今日では多くの判例、学説
（１） 
があらわれているところである。人権保障の国際化の動向があらわれる以前においては、人権は、それぞれの国が、
それぞれの責任において、それぞれの憲法その他の国内法規で、それぞれの国民について保障すべきものであり、こ
れに対応する憲法は、右に述べたように国家と国民との関係のみにかかわるものとの理解が一般的であったから、い
ずれの国においてもその国の人権保障が外国人におよぶという発想自体が存しなかったにちがいない。いずれの国に
おいてもこの点が自覚されるのは人の国際的交流の増加、人権保障の国際化動向Ⅱ人権の世界的普遍性の認識が顕著
となった比較的最近のことに属する。とくに国の積極的作為Ⅱ財政支出を要する生存権に関してはその世界的普遍性
は認められがたかった。
六
生
存
権
の
人
類
普
遍
性
国際規施からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
七
六
国
人
を
事
由
と
す
る
区
別
は
る
も
の
と
さ
れ
て
は
い
た
。
アメリカにおいては、この問題は、同国憲法修正第一四、第一条の第三段における法の平等保護条項との関連で生
じた。周知のごとく、これは一八六六年、南北戦争後、解放された奴隷に法的保護をさしのべた条項で、「いかなる
州（■己の白〔の）も……その管轄内にあるいかなる人（仰ごロの厨・ロ）に対しても法律の平等な保護を拒んではならな
い」と規定するものである。各州に対しその領域内にある人すべてに平等な法的保護を義務づけたものであるが、こ
こで（すの『印Ｃｐごとは合衆国の国民（市民）のみならず合法的に入国を承認された外国人居住者を含むとする解釈はは
やくから確立されていた。しかし平等な法的保護については判例法上大きな変遷がみられるところである。すなわち、
伝統的な平等保護原則のもとでは、各州は合理的事由（『の四叩・目ウーの冨帯）があるかぎり、社会福祉の分野において
も差別をする広汎な裁愛権を認められており、種々の差別が存していた。ただ、国籍、人種を事由とするような、外
国人を事由とする区別は”本質的に疑念のあるもの（一目の『の昌一］⑪この己の。【）“であり、裁判所による厳密な審査を要す
これに対抗する州側の論理として用いられていたのは「特別公共利益理論」（ｇの、一四｝ロ：一一、胃の『①の【ＱＣｎａ口の）で
あった。これは、州の限られた財産の社会保障給付への配分は、市民に優先的になされるべしとするもので、判例に
よっても支持されていた。｜判決によれば、「外国人排除の原則は州の構成員の利益のための州の財源の確保の趣旨
であって、非合法なものではない。州の固有財源の使途決定にあたっては、外国人よりも州固有の市民の福祉が考慮
されるべきである。何であれ、権利（国吾【）をこえた特権（勺「一ぐ一一の顕の）は市民（Ｑ局の二ｍ三ｓ）に属せしめうる。こ
（２） 
のことは貧困戦争についてもいえることである」Ｌ」していた。
これを一言でいえば、「州の構成員によって拠出されて蓄えられた財源は州の構成員の福祉のために保有、使用され
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
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七
八
るべきもの」ということであろう。一見してきわめて当然のようであるが、アメリカにおいてはこれに対してやがて
疑念が示され、その通用力が消滅することになる。一九四八年にいたって、最高裁の一判決は「修正一四条とそのも
とでの法律は、わが国に合法的に居住するすべての人は、いかなる州においても、無差別の法のもとですべての市民
（３） 
と同様の特権のうえに住むことができるという一般的政策を体現したものである」と判一示したが、’九七一年にはこ
のことをより明確に表明した判決があらわれた。社会保障給付の受給要件として、合衆国市民（ご己〔の□の国扇・量‐
Ｎの巳であることまたは合衆国に一五年居住したことを要求したアリゾナ州法、合衆国市民であることを要求したペ
ンシルバニヤ州法の合憲性が争われたケース（二つのケースが一の判決で扱われている。）である。ここでは、「福祉
給付を固有の市民に保全しようとする州の意図は、ペンシルバニヤやアリゾナの制度を正当化するのに十分でなど
と明確に判示した。その理由として、まず、「特別公共利益理論」を支える「権利をこえた特権は市民に属せしめう
る」との考え方については、憲法上の権利は政府の給付が「権利」として性格づけられるか、「特権」として性格づ
けられるかにはかかわらないものであるとしたうえ、つぎのように判示する。州はその施策の財源の完全確保のため
に支出抑制を行うことはできようが、「しかし各州はそれを市民間に不愉快な区別（曰く一ｓ。こ⑪ｓの［ヨ８．口）を設ける
ことによって行ってはならない」、また「福祉財源の節減は他方の不愉快な差別を正当化することはできない」、さら
に「平等保護の観点からは外国人も市民も同様に〃人〃なのであるから、財政的配慮はもはや問題とされている差別
（４） 
を正当化しない」とし、結局一一州の制度を平等保護条項に違反とすると結論した。
財政的配慮と平等保護原則とは一一律背判の関係である。当初は憲法修正一四条における平等保護条項の存在にもか
かわらず前者が優越的に扱われていたのが、時の流れとともに逆転し、財政的配慮よりも外国人の人権（ここでは生
口
わ
が
国
に
お
け
る
学
説
判
例
の
流
れ
これに対し、わが国はいかなる状況であったか。わが憲法は、基本的人権に関する規定を掲げた第三章を「国民の
権利及び義務」（傍点筆者）とし、内外人平等にもっとも強く関連する「法の下の平等」Ⅱ第一四条は、権利主体を
「すべて国民は」と表現し、かつ第二段で「国籍」による差別の排除を明示しない形をとった。第一一五条の権利主体
も「すべて国民は」と表現されている。このような憲法条項の規定の仕方から、憲法第三章は国民についての権利・
義務を定めたもので、外国人を国民に準じて扱うことは立法政策としては望ましいとしつつも、憲法上の権利主体性
（Ｐ、）
は認めない消極説もあらわれた。しかしこれは現在では少数説である。多数説は外国人にも人権享有能力を認める積
極説で、最高裁もはやくからこの立場を示していた。すなわち、昭和二五年一一一月二八日の第二小法廷判決は「いや
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
しくも、人たる》」とにより当然享有する人権は不法入国者と錐もこれを有するものと認むくである」（傍点筆者）と
判示した（民集四巻一一一号六八三頁）。積極説に立つ学説は、①人権が前国家的・前憲法的性格のものであること、
②憲法前文や九八条にあらわれている憲法の国際主義、さらに世界人権宣言や国際人権規約における平等主義をより
どころとする。しかし、外国人に国民とまったく同様の人権保障を認めているわけではない。まず憲法上の規定中
「何人も」の文言が使われている場合は外国人にも適用があり、「国民は」の文言の規定は国民のみに保障されると
する説（文言説）がある。しかしこの説は国民にしか考えられない外国への移住、国籍離脱の自由を保障した憲法一一
二条二項が「何人も」の表現になっていることからすでに破綻をみせているばかりか、はたして憲法制定時、厳密に
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
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九
存権）を優先せしめた。「財政に対する外国人人権優先の原則」ともいうべき原則が確立されたと認められるのであ
プ（〕。
学説。判例の外国人の人権保障についての基本的流れは以上のごとくで、わが国なりの前進はとげていることは確
かである。しかし問題は、判例における「人たることにより当然享有する人権」、「特段の事情」、あるいは「権利の
性質上日本国民のみを対象としているもの」とは具体的にどのような内容となるのか、また学説の通説のいう、いか
なる性質の権利が保障されることになるのかである。判例においては、生活保護法、国民年金法の外国人への適用を
めぐる前述諸判決に示されるように、生存権になると外国人には否定され、この点は学説も同様である。その代表と
みられる宮沢説によれば、その理由は、生存権（社会権）については、「それが人権である以上、外国人も、日本国
示
す
る
に
い
た
っ
て
い
る
。
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○
この両文一言の使いわけをしたかどうか疑問もあり、あまりに文一言にこだわる形式論的欠陥がある。これによったとみ
（６） 
られる最高裁判決にもあるにはあるが、これは結局多数説となることなく、通説は憲法が保障する権利の性質によっ
て外国人に適用されるものと適用されないものとが区別されるとする説Ⅱ権利性質説となっている。右の最高裁第二
小法廷判決もこの系列に属するが、その後昭和一一一九年にいたって、平等原則が近代民主主義諸国の憲法の基礎的な政
治原理の一としてひろく承認されていること、また世界人権宣言七条において「すべて人は、法の前に平等であり、
またいかなる差別もなしに法の平等な保護を受ける権利を有する」と規定していることから、「わが憲法一四条の趣
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
旨は、特段の事情の認められない限り、外国人にも類推さるべきものと解するのが相当である」（傍点筆者、最大判、
（７） 
昭一一一九・一一・一八、刊集一八巻九号五九七頁）とし、さらに有名なマクリーン事件では、「憲法第一一一章の諸規定に
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
よる基本的人権の保障は、権利の性質上日本国民のみをその対象としていると解されるものを除き、わが国に在留す
る外国人に対しても等しく及ぶと解すべきであり」（最大判昭五三・一○・四、判例時報九○三号、傍点筆者）と判
②（現行生活保護法上の）権利は「日本国民の生存権につき定めた憲法第二五条の理念に基づくもので、自立の
、
、
困難な国民の生存のために、国が積極的な保護を与えるという社会政策に由来する」（傍点筆者）ものであるⅡ足立
霊
髻
所
事
件
、
棗
襄
判
決
に
あ
ら
わ
れ
た
も
の
Ｉ
（
第
二
説
）
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八一
説
一〆
民と同じようにそれを享有することは、当然である。ただ、それらの人権は、国家の任務と不可分の関係にあるもの
であり、その保障は、もっぱらその人の属する国の責任であり、それ以外の国の責任ではない」ことである。生存権
も人権の一として、外国人も享有することは認められているが、外国人の居住する国、日本であれば日本国の責任は
否定される結果、外国人に生存権保障を欠いても違憲とはならないことになる。この場合、無国籍者はその生存権を
保障する責任主体はないことになるが、それは「自分の所属する国家をもたない結果、その居住する国家の権力に全
面的に服するものであり、その点では、その国民と同じ地位にあるのであるから、国民に準じて、社会権の享有をみ
（８） 
とめられるべきものであろう」とされる。このように生存権の保障責任が居住国にはなく、居住者の母国であること
（９） 
を論拠としてその積極的保障を外国人に否定する見解はきわめて有力であり、学説上の通説と認められる。
口
学
脱
、
判
例
、
政
府
見
解
の
検
討
ここで、わが国において以上にあらわれている学説、判例、政府見解などで、外国人に対する生存権Ⅱ社会保障権
保障の否定に通ずる理論ないし命題を列記すると以下のようである。
⑪恩恵的な社会福祉の対象には外国人も含まれるが、権利としての社会保障の対象は国民のみにかぎられるⅡ生
活保誓の外国人への雷を認め種かつた政府見解足立霊事務所事件東京地裁判決にあらわれたものＩ（第一
⑤国民健康保険のような地域保険の場合、｜定地域に居住する住民間の連帯意識を基盤とするものであるⅡ国民
健
康
保
険
に
つ
い
て
の
政
府
見
解
に
あ
ら
わ
れ
た
り
の
’
一
第
五
説
）
⑥生存権は国家の任務と不可分の関係にあり、その保障の責任主体は居住国ではなく、居住者の本国であるⅡ学
説
の
通
説
塩
見
金
豊
田
訴
訟
各
判
決
に
あ
ら
わ
れ
た
も
の
Ｉ
（
第
六
説
｝
以上のうち、第一説は、同じく憲法二五条二項に規定されながら、なにゆえに社会福祉は恩恵的性格のもので社会
保障はそうでないのかがまず不明である。旧生活保謹法はたしかに権利性は現行法よりも弱かったことは確かである
が、権利性が弱いと「社会福祉」ということになり、外国人にも適用されるが、権利性が強くなると社会保障になり、
外国人には適用されないことになるという論理が理解できない。本稿との関係では、とくに権利になるとなぜ外国人
が排除されなければならないかの根拠が重要であるが、それには何らふれられていない。（「国民は」の文言のみが根
拠とされているとすれば、前述のように、現時点ではそれはほとんど説得力をもたないものである。）。およそ憲法上
の権利は国民のみを対象とするという先入観があり、そのことに一片の問題意識ももたれていないわけであるが、こ
れが旧生活保護法制定時の政府見解としてならやむをえないとしても、足立福祉事務所事件、東京地裁判決がさきに
国
際
規
範
か
ら
み
た
わ
が
国
社
会
保
障
法
の
国
際
化
の
現
状
と
課
題
八二
③生存権。社会保障法を外国人に保障、適用すべきかどうかは立法裁量の問題である。これを否定しても立法の
裁量権を逸脱。濫用したものではない。Ⅱ国民年金法の外国人への不適用をめぐる塩見訴訟第一審、第一一審判決、金、
豊
田
鼈
｜
審
判
決
に
あ
ら
わ
れ
た
も
の
ｌ
章
三
説
｝
㈹全額国庫負担の年金の対象者は国民に限られるべきであるⅢ塩見訴訟第一審判決および政府見解にあらわれた
も
の
Ｉ
（
第
四
説
）
第二説は表現が簡潔で、その真意がとらえにくいが、外国人排除の論拠として、生活保護法の基礎である憲法二五
、
、
条が国民の生存権を保障するものである》」と、および生活保護法がその国民のために国が積極的保護を与える社会政
策であることが指摘されている。ここでもそれらがなぜ国民のみを対象とするのかの説明がまったく欠落している。
こ
の
欠
落
を
、
生
活
保
護
法
が
国
の
積
極
的
な
社
会
政
策
で
あ
る
こ
と
を
論
拠
と
し
た
も
の
と
理
解
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
カ
バ
ー
す
る
と
す
れ
ば
、
結
局
第
六
説
に
結
び
つ
く
こ
と
に
な
る
の
で
、
こ
の
点
の
検
討
は
第
六
説
に
つ
い
て
の
後
述
に
ゆ
ず
る
。
（Ⅲ） 
第三説は、堀木訴訟控訴審、上上口審判決にあらわれた立法裁量論の安易な踏襲である。「安易な」とは堀木訴訟で
争
わ
れ
た
こ
と
が
ら
が
社
会
保
障
給
付
の
併
給
調
整
の
合
憲
性
で
あ
っ
た
に
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その合憲性判断の対象の質が異ると思われるからである。私見においても、たとえば所得比例制（拠出制）社会保障
給付の受給要件、給付水準などには多分に立法裁量の余地があることは認める。しかし、こと外国人への適用の有無
となると、かりに適用を否定するにしても慎重な法的検討がなさるべきところである。とくに、すでにマクリーン事
件最高裁判決が「権利の性格上日本国民のみを対象としていると解される」ものを除き、わが憲法上の基本的人権の
保障は外国人にも及ぶと判定したあとだけに、その心要性はいっそう強いわけである。さきに紹介したように、これ
はアメリカ判例法では「本質的に疑念のあるもの」として裁判所の厳密な審査に服することとされていることを想起
する必要がある。マクリーン最高裁判決がある以上、わが国においても外国人への保障の有無は、法的判断の対象と
解である。
引用した最高裁判決（昭二五・一二・二八、昭三九・一・一八）によって基本的には外国人にも憲法上の人権享有主
体
性
が
肯
定
さ
れ
た
あ
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で
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る
だ
け
に
、
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して少なくとも司法審査の対象となる性質のものであり、そのぶん立法裁量の幅は限定されているのである。
しかし、この問題について、それ以上に考慮されるべきは国際人権規約Ａ規約との関係である。その社会保障受給
権保障に関する九条の規定および「国民的若しくは社会的出身」も含めて差別を禁止する二条二項によって、本規約
が外国人を差別することなく社会保障権を各国が保障すべきものとしていることについては塩見控訴審判決も異をと
くⅧ）
なえていないが、そうだとすれば、同条一項により、締結国であるわが国は、立法措置その他のすべての適当な方法
により、規約上の権利の完全な実現を漸進的に達成する（囚、嵐のぐ旨、己『Ｃ円のの⑪曰くの｝く）ことは法的な義務であり、わが
国として、それに反することは、条約違反である。たとい「漸進的」なる表現によってその達成に若干の時間的余裕
（吃）
が与えられていると解しても、いつまでも違反状態のままに放置されてよいものとはとうてい解しがたい。塩見控訴
審判決がいうように、本条項によってそれに違反する国内法を直接無効とする効力はもたないにしても、できるだけ
早期に立法改正を要するところである。まして、この条約の効力発生以後（昭和五四年九月廿二日以後）の立法によ
って右条項に反して外国人の社会保障権を奪うことは条約違反となり、憲法九八条により、その立法は無効と解され
る。このようにして、国際人権規約Ａ規約との関係では、外国人に社会保障権を保障することはわが国の国際法上の
法的義務であり、立法裁量の問題ではなくなっているのである。判例上あらわれた国民年金法上の国籍要件はわが国
の本条約批准以前の立法によるものではあったが、右のことは十分認識される必要がある。同法上の国籍要件は本条
約との関係ではなく、昭和五六年の難民条約批准にともなう法改正によって撤廃された。国際的規範を受けた改正で
ある点では同様であるが、国際人権規約批准とともにすみやかな改正がなされるべきものであった。
第四説も、それ自体、説明がないため、その理由や趣旨はまったく不明である。しかし、この説は公費は国家構成
員に配分されるべしとの、前述アメリカにおける《㎡◎の、崗一官冨、一日の『の⑰【」・日『ごのどとも通じているのであって、
生存権の国民性を考えるうえで決して軽視することはできないものである。
その鑑としてもっとも素朴に考えられることは結局公費はその鬮の構成員である国民によってｌ主として税
の形で１１拠出されたものであるから、そのサービスはその固有の構成員に還元されなければならないということで
あろう。国家の国民へのサービスの観点からは、外国人はあくまでも他人であり、関知するところではないというこ
とである。こう考えると、この第四説は、第六説と一体の関係にあるものと理解できる。第六説は生存権の国民性を
表から理論づけたものであるに反し、第四説は、より現実的に、いわば裏から、すなわちその財政面、財源面からと
らえたものと思われる。外国人の保護は当該国の関知するところではないがゆえに当該国の財源を配分する義理もな
いのであり、もし関知するところがあれば、たとい外国人に対しても財源を投入しなければならないであろう。こう
して、第四説は第六説と表裏一体の関係のあるものとして、その当否を第六説とともに検討したい。
〈皿）
ここでとりあえず想起しておくべきことは、外国人も税を負担し、兵役にも服するという事実にも補強されて、前
述のように、すでにアメリカおける負叩已の、一四一℃：一一、旨の『のい【』・向日口のどは、少なくとも州法の次元においては、克
服されているということである。
つぎに第五説であるが、これも生存権の国民性を考える場合重要な理論である。社会保障は、私見によれば、法原
理的には生存権原理、およびそれと不可分の関係をもつものではあるが一応それとは別個に理解できる社会連帯原理、
（Ｍ） 
換言すれば国家と国民間の縦の関係と国民相互間の横の関係の二つを構造原理とするものである。国民健康保険の場
合は社会連帯原理は保険料負担における所得割、資産割の形で具体化されているが、このような社会連帯の関係か
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しかしながら、この社会連帯関係Ⅲ原理は逆方向にも作用する。外国人といえども、一時的旅行者でないかぎり、
なんらかの期間その居住地に居住する場合、その地域住民との間に一の地域的共同関係Ⅲ連帯関係が形成されるから
である。もし社会連帯原理を根拠とするならば、外国人の居住の期間や、生活の定着度に応じて日本人と同じ扱いを
しなければならないことになるのである。結局のところ国民健康保険は外国人にも開かれたが、外国人も日本人同様
拠出義務を負うのであるから、これは当然のことである。そしてこの社会連帯原理は、のちに生存権の人類普遍性を
支
え
る
重
要
な
役
割
を
担
う
こ
と
に
な
る
の
で
あ
る
。
そこで最後に問題の第六説である。思想。信条・表現・移転などの自由権については外国人にも日本人と同様の権
利を認めながら、なにゆえ生存権については別異に扱われるかについては、論者必ずしも明解とはいえない。宮沢説
において社会権は「国家の任務と不可分の関係にあり」の表現から辛うじて感じとれるものは、それが国家の不作為
醤本質とする自由権と異種，国家の霊的な作為を要求する権利ｌしたがって多かれ少薮かれ鬮家財源戦いし公
的財源の投入を必霞とする権利ｌであることであろう．国の不作為はその国に居住するすべての人に及んでもよい
し、また人権保障の国際化の流れから及ばなければならない。そのことによって格別の財源も必要ではない。しかし
積極的に一定の財源を投じて人の生活を保障することになると、それはその国の国民に限られることになる。国はも
ともと国民以外にそのような義務を負っていないのである。さきに引用したＰ・ラロックの指摘にもみられるように、
、
、
、
権利の側からすれば、そのような国民的公的サーヴィスを受ける権利Ⅱ社会保障権は固有の国民にはじめて完全な形
で発生する。そのことは、経済的には、そのための財源が国民全体によって負担されていることによって裏づけられ
もし海外居住の日本人のことだけを念頭に置くとすれば、第六説の趣旨を徹底させて、海外居住邦人にも属人的に
生存権Ⅱ生活保護法を適用することで問題は解決されよう（現実問題としては遠隔の地に生活保護法を適用すること
、
、
、
、
、
、
、
℃
は困難である》」とはあきらかであるが）。しかし問題は日本人についてだけではないのである。この世界において、
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なる。要するに、伝統的な国民国家的観念のもとでは、国家の積極的サーヴィスは、少なくとも原則としてその構成
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しかし、ここでまた素朴な疑問がおこる。それはある国に居住する外国人に本国が保護を与えていない場合どうな
るのかということである。病気その他何らかの事情で外国において要保障状態に陥り、しかも本国がその保護措置を
とらないとき、その居住国はその外国人を見殺しにするのであろうか。このようなケースとしては二つの場合がある。
一は本国による保護制度が外国に居住する国民にも適用されることになっておりながら遠隔のため手続が遅れるなど、
事実上本国の保護が及ばない場合と、他はもともと本国法は外国居住の国民には適用しないこととしている場合であ
る。いずれの場合にもその国外居住者は生存上の危機に陥ることに変りはないが、わが国はさきに述べたように、後
の場合にあたるわけである。したがって、わが国において第六説をとることは、他国居住のわが国民で要保障状態に
陥った場合は、その他国の保護措置ではなくわが国の保護が及ぶべきであるとしながら、その保護は法制上及ぼされ
（旧〉
ていないというきわめて重大な矛盾を含んでいることを意味する。この結果外国居住の本邦人で生活障害に陥った者
は死に至るおそれもあることになるのであるから、この問題もはや理論上のみではなく、さし迫った現実の課題でも
ある。
的に承認されるのである。
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およそ一人たりとも、異国の地において無救済のままで見殺しにされてはならないというのがＩＬＯの内外人平等待
遇原則、世界人権宣言、さらに国際人権規約Ａ規約の提起した基本理念であるはずである。ここでも、とくに法的効
力をもつ国際人権規約Ａ規約との関係がまず考慮されなければならない。ここでは属地主義的に要保障状態にある
外国人の居住国に、その外国人の生活保障義務を負わせている。さきにも述べたように、このＡ規約との関係では、
外国人の保護はもはや立法政策上の問題ではない。同規約を批准したあらゆる国は立法その他によってその領域に居
住する外鬮人に法的権利としての保護をしなければならないわけであるが、本規約は単にそのことだけｌつまり、
立法上の保護を加えるということだけｌの効力しかもた猶いのであろうか．ここからさらにより根本的に第六説の
止揚、超克、すなわち生存権の国民性の理解を根底からくつがえし、その人類普遍性を承認すべきことの要請がある
のではなかろうか。第六説は、国家は国民以外の者の生活には関与しないという、憲法における伝統的な国民国家的
憲法感覚に根ざしていると認められるものであるが、それはＩＬＯ平等待遇原則やＡ規約に代表される国際規範と真
向から対立するもので、これによって一大転換が迫られたのである。それは国際規範という超憲法的力によるわが憲
法の実質的改正への要請である。この超憲法的力によってわが憲法二五条は人類普遍性をもつものとして、わが国の
（応）
領域内に居住するすべての者に及ぶと解されなければならないことになるのである。
そして、この生存権の国民性からの脱却、その人類普遍性は、国際的規範の効力という外在的要因からだけでなく、
憲法二五条Ⅱ生存権の性格を、以下のようにより深く洞察することによって権利性質説の立場に立ちつつ、より内在
ここで注目されるのはヨーゼフ・イーゼンゼーの示唆である。彼によれば、社会国家的保護義務は「国家団体との
関係で存するものではなく、社会との関係で存するものである」という。そして、「保障は国民（①国日の目『ぬ円）の
みならず、雲権保障に与る外国社会の市民｛…且一…○・・・二……量にもｌその地位の安定化の程
度に応じてｌ及ぶ。例えば社会保障や生活配慮の領域で外国人がいかに社会国家的給付に与るか陸それぞれの
滞在期間の長さや社会的統合の程度による。」とする。つづけて、社会国家が限界のある財貨の分配の際に優先順位
を設けるとすれば、勉学教育の場の分配のように、ドイツ人がすでに基本権上優越的地位を享受している領域ではド
イツ人を優先しなければならないが、「社会扶助や生活配慮のような〔生存の〕基本に係わる領域では、外国人もド
ッ人と等しく生存に不可欠な給付に依存しているのであって、その分配で国籍による差別をすることは許されなど
ここでは外国人への生存権保障の根拠となる一一つのことがらが指摘されている。｜は、生存権が国家Ⅱ国民との関
係ではなく、社会との関係で存するものであること、一一は、生存権上の給付が人の生存に不可欠なものであることで
ある。ここでまず第一一の点が明確に認識されておかなければならない。いわゆる自由権に属する人権は、自然法的権
利であって、近代社会における個人の存在の基本をなすものであり、これを尊重することの重要性は改めていうまで
もないが、生存権（社会権）的基本権、なかんずく狭義の生存権は個人の生存、場合によっては生死にかかわるもの
であって、現実の人の生活の観点からは、自由権的基本権以上に重要であるといえる。このことは生存権の人類普遍
性を理解するための基本である。
つぎに第一の点であるが、わが国における生存権についての基本的理解は、それが法的権利かプログラム的性質の
ものかはともかくとして、国民の国家に対する請求権、国家の国民に対する生活保障義務、すなわち国家対国民間の
八
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権利Ⅱ義務関係としてである。これには憲法二五条一項の規定のし方が大きくかかわっているのであろう。ともかく
わが国の生存権の一般的認識のもとでは、Ｊ・イーゼンゼーの指摘は理解困難なところであろう。そして私も、生存
権における国家ｌ国民関係の存在をまったく否定するものではない。その場合の国家は資本主義国家であれば、資本
主義社会体制の維持責任主体であって、とくに福祉国家となって以後は、その独自の観点から、その国家構成員の生
活確保の配慮義務を負う。その憲法的な表現が一一五条、とくに一項であろう。
しかしながら、さしあたり社会保障法分野に限定していえば、生存権は社会との関係で存在する要素が大きい。と
くに拠出制社会保障（社会保険）部門においては、その拠出のあり方からみて、高所得者ｌ低所得者、健康者ｌ病弱
者、若壮年者ｌ高齢者、健常者ｌ障害者、大企業労働者ｌ中小企業労働者、大企業－中小企業、使用者ｌ労働者とい
った間の社会連帯関係の存在が私保険との大きな差であり、これが重要な樹造原理となっているが、これはまさに社
会との関係、社会構成員相互間で存在するものである。その場合の国家はそのような社会関係の組織者にすぎず、そ
の本体は社会連帯関係である。また、憲法一一五条一項の直接的発現制度としての全額公費負担の生活保護法にしても、
その財源は社会構成員たる国民によって税の形で負担され、経済学的把握では「所得再分配」の一形態である。さら
（旧〉
にその税のもっとも基本である所得税は累進税制をとるが、これも私見では社今云連帯原理のあらわれである。要する
〈川）
に、国家の責任履行も、その裏では社会連帯原理に立った財源負担が支えているわけである。
このようにして、社会保障権、あるいはそれに代表される生存権には、他の人権にみられないような社会連帯原理
Ⅱ社会の原理が濃厚に付着しているところに特色がある。そうだとすれば、その享有主体は国家構成員Ⅱ国籍保有者、
いわゆる国民ではなく、社会構成員でなければならない。そこには出生以来の社会構成員と、途中から入った者（外
国人）の両者を含む。事実、外国人は、たとい旅行者、通過者のように一時的な滞在者の場合でも、その社会のなか
での生活がなされる・電気、ガス、水道などの生活基礎資料はもとより、交通機関その他の文化的諸施設の利用、さ
らにわが国民たる社会構成員との交流なしに外国人は存在しえないのである。少なくとも酒税その他の間接税も負担
する。ましてこれが長期滞在となった場合は、完全なわが社会構成員となる。さきに、国民健康保険の地域性につい
てふれたが、とくにその居住する地域や日々労働する職域においては、その居住期間の長さに応じてそこでの社会構
成員としての性格は濃厚化する。このような場合、当然にその地域や職域において社会連帯関係が発生し、また発生
すべきである・その外国人が何らかの事情で生活障害や健康障害をおこした場合、本国からの援護の有無にかかわら
ず、その受容した社会が、国民たる社会構成員に対するように、援助の手をさし延べるのが人類社会の常態であり、
またそうでなければならない。（遠き親戚よりも近き隣人Ⅱ）。けっしてその外国人の保護責任は本国にあるといって
見殺しにできるものではないのである。
要するに、長期的滞在の場合はもとより、短期的、一時的な場合でも、いやしくもわが社会の圏内に入った外国人
はまぎれもなないわが社会構成員であり、国籍のいかんを問わず、その社会連帯関係のなかに包摂され、またされる
（卯）
べきである・それが理性的人類社会の本来的姿であり、社〈玄の原理である。ただし、この連帯関係は何らかの組織者
（菌一）
Ⅱ権力機構を必要とする。それが国家であり、あるいは自治体である。これらは社会連帯原理が発現されるような体
制を作らなければならないのである。
憲法は、もともと国家ｌ国民関係の規律の基本法であり、このような社会の原理がいかにその体系下に組み入れら
れるかは大きな、かつ困難な問題であろう。しかし、右にみたように、憲法二五条は社会の原理の発現でもあるとい
九一
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うことが認識されなければならない。生存権は社会構成員相互間の連帯関係をも重要な要素とする権利概念であり、
その内在的必然として、その対象には社会構成員たる外国人も含むと解さなければならない。これに対する国家の立
場は、そのような生存権・社会保障権保障を実現する責任主体であり、必要ならば固有財源も投入して社会の原理の
発現による外国人の包摂・保護の立法措置を構ずる義務を負うのである。このことは憲法一一五条一項自体の文一一一口上は
不明確かもしれないが、第一一項においては国家は「社会」保障、「社会」福祉の推進主体と規定されていることから
若干うかがい知られる。「社会」であって「国家保障」、「国家福祉」ではないのである。同項の「社会」の意義につ
いてはいままであまり吟味されたことばないが、社会の曇を及びた’それだけではないとしても－鑿である
ことは推察可能であり、そのようなものの「向上及び増進に努め」る義務を国家に課したのが同項であると解される
のである。この場合同条一項の「国民は」の語は文言説について批判したとおり、重要な意味はもたない。事実、一一
項にはそのような語はないのである。一項の「国民」とは、「国内居住者」あるいは単に「住民」ほどの意に解すべ
きである。このことはすでに外国人をも適用対象として以後の国民年金法一条が従来どおり憲法一一五条一一項の理念に
もとづくとし、また「国民」の語を用いつづけていることによってすでに実現されている。
以上、一は生存権・社会保障権の人類普遍性を求める国際規範の生成により、一一はそれらに内在する社会の原理の
解明により、従来の国民国家的憲法感覚とそのあらわれとしての生存権の国民性からの脱却を主張した。この生存
権・社会保障権の人類普遍性の確立は、人類交流の国際化による世界社会Ⅱ人類社会の出現に対応するものである。
いままでの人類は一の国民を単位として国家集団を形成し、その国民》」とに国家を成立させて、それぞれの国家がそ
れぞれの利害を対立させ、とげとげしい対抗関係を出現させていた（私のいう国民国家体制）。しかし経済の国際化
を起動力とする人類の世界的交流の増加は、やがてその狭い国家の殻を破って一の世界社会を形成せしめつつある。
そこに当然に世界的連帯による人類普遍的な生存権保障の体系が要請されているのである。この場合の国家は、世界
社会を構成する墓域ごと－－当面は従来の團家の領域に一致するｌの、そこに層住する人類の生活保障の責任主
体たる地位に転化するのである。生存権享有主体の問題は、このような世界的趨勢の認識のもとに解決されなければ
ならない。
右に述べたことにより、とりあえず必要なことは、生活保護法を外国人にも直接に適用することであるが、このこ
とは現在の国民年金法一条、一一条がそうしているように、「国民」を「国内居住者」と暗黙のうちに読み替えるだけ
で足りることなのである。
（２）勺の。□］のご○『目⑪国←Ｚ目」農》】ｇｚｐ色『（］・］、）。ニューヨーク裁判所の判決で、公共労働プロジェクトへの外国人
の雇用を禁止する州の法規を支持したもの。本文に引用した部分は有名なカードゾ（ｏｍａｏＮ・）判事の所見である（圏
（１）文献としては、芦部信喜編「憲法Ⅱ人権⑪」（有斐閣大学双書、初版第五刷、昭五九年）六頁以下、「Ⅱ外国人の人
権」およびここで紹介されている諸文献のほか奥貴雄「外国人・人権の保障原則」近大法学二○巻一・一一号五一一一頁以下
（３）目四百富のごく国呂伜の四日のＤＣヨョゴ・題』このちぢ雪皀Ｐ向。Ｅ『函》畠、Ｑ」］笛（］・崖）
（４）の『山冨曰く酉、冨己の。ｐ》の、一一円くＦｍの『四日］四コ一⑰》』ｇこの』＆巴Ｆ因己竪『閨⑫Ｑ］画室（こ『］）。この判決につ
いては、小川政亮「社会保障権・差別事由・最後の障壁・国籍」（日本社会事業大学研究紀要二四集）一一四○頁注（４）
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権」およ罪
など参照。
Ｐ向・函。、←巴
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ですでにくわしく紹介されている。本文中のアメリカの判例の流れについての説明は、この判決文による。アリゾナ州
のケースは、一四年間アリゾナ州に居住し完全障害となった婦人が連邦砥補助の州福祉給付を申請したところ、その規定
上一五年以上合衆国居住の要件が付されていたため拒否されたもの。これに対しアリゾナ地方裁判所は州の法規が憲法
修正一四条で平等保護条項に違反するとして請求者を勝訴させていた。ペンシルバニアのケースは、連邦制度上の受給
資格のないペンシルバニア在住の外国人が病気のため州に援助を請求したところ、同州の一般扶助（ぬｇの『巳囚の⑫一ｍ‐
日。８）は連邦制度の受給資格のある者か、合衆国国民である者に限定していたため拒否されたもの。これに対する地
方裁判所の判決はアリゾナの場合と同様であった。
（５）たとえば佐々木惣一「改訂日本国憲法」四六七頁以下。消極説に立って、諸学説を検討したものとして、太田益男
「外国人と憲法上の人権」（法律のひろば二六巻一一号所収）。法学協会「註解日本国憲法」上（有斐閣、昭和二八年）
一一一四六頁も本項（憲法一四条一項）が国民と明示していること、後段に「国籍」が列挙されていないこと、さらに「政
治的関係」で外国人を差別することは当然考えられることから、本項には外国人は含まれないとする。
（６）最大判、昭三二・六・’九、刑集一一巻六号、一六六一一一頁。憲法二二条について「これらの憲法上の自由を享ける者
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
は法文上日本国民に局限されていないのであるから、外国人であっても日本国に在ってその主権に服している者に限り
及ぶものであることも、また論をまたない」（傍点筆者）とする。
（７）マクリーン事件については、尾吹善人「外国人と人権」（清宮・佐藤功、阿部、杉原編－．新版憲法演習Ｉ」昭六二年、
有
斐
閣
）
一
二
頁
以
下
参
照
）
（８）宮沢「憲法Ⅱ」（有斐閣、法律学全集、昭和一一一四年）二三五頁以下。
（９）清宮「全訂憲法要論」（法文社、昭和三六。初版は昭和二七年）一○八頁、作間「外国人の基本的人権」法学教室二
期七号一○九頁、荻野一”基本的人権の研究」（法律文化社、一九八○年）一一五一頁以下など。荻野説は、しかし、外国
人でも日本人と同じような生活実態をもつ者には社会保障上の利益を拒否することは不公平とする（同一一五二頁）。
、）高藤「社会保障法における生存権原理と社会連帯原理」（荒木先生還歴記念「現代の生存権」（法律文化社、一九八
六）一頁以下参照。
（ｕ）Ａ規約二条二項は「国民的……出身」の語を使い「国籍」と明言していないが、同条三項との関係から、国籍も「国
民的出身」に含めて理解するのが一般である。本規約上、内外人平等待遇の原則は本条二項によって規定されている。
法学セミナー昭和五四年五月臨時増刊、（逐条解説）五七頁（宮崎教授執筆分）。
、）高野教授は、この「漸進的」の意義について、「各社会権的人権は、締約国の状況いかんによって必ずしも完全なも
の
で
は
な
く
、
不
完
全
で
あ
る
こ
と
も
許
容
さ
れ
る
が
、
不
完
全
な
ら
ば
不
完
全
な
り
に
、
人
種
、
性
、
言
語
、
宗
教
、
国
民
的
出
身
…
…
そ
の
他
に
よ
る
差
別
は
許
さ
れ
な
い
。
す
な
わ
ち
漸
進
的
達
成
は
各
社
会
的
人
権
に
つ
い
て
の
問
題
で
あ
っ
て
、
具
体
的
人
権
に
お
け
る
差
別禁止までが漸進的達成（差別はあっても漸進的に除去）であってよいものではない。権利の実現が不完全であっても、
それはすべての者に差別なく平等に適用されなければならなどと指摘される（同教授「全訂新版国際法概論上」昭和
六
二
年
、
弘
文
堂
、
三
九
七
頁
）
。
宮
崎
教
授
も
「
漸
進
的
」
は
開
発
途
上
国
の
こ
と
を
考
慮
し
た
猶
予
規
定
で
「
経
済
的
に
即
時
実
施
可
能な先進国がいつまでも実施を引きのばしてよいというわけではない」とされ、また規約の実施は二条二項により「平
等
に
」
お
こ
な
わ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
「
こ
の
「
平
等
な
実
施
」
を
も
漸
進
的
に
お
こ
な
え
ば
よ
い
と
解
す
る
こ
と
は
誤
り
で
あ
る
」
と
い
われている（法学セミナー同右、五七頁）。さらに芹田教授も平等原則は「即時的実施を要求する」とされる｛国際的
人権規約の意義とその概要」法律時報五一巻八号三四頁）
（Ⅲ）前述ペンシルパーーア事件で、長期在住外国人は納税、兵役の義務を負い、また長期に労働して州の発展に貢献したこ
とをあげて外国人への支出を抑制することを適当でないとした地方裁判所の判断を最高裁も支持している（ｇＰ目呂
（、）堀木訴訟についての私の批判は、控訴審判決については判タ三三三号、上告審判決については判タ四七七号ですでに
、一一）◎
おこなった。
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（巧）すでに小川教授が指摘されているところである。小川前掲書、二八一頁以下
Ｂ）川勝教授は、憲法よりも高い保障をなす国際法（Ａ規約）と憲法との関係について、「本来そこで定める人権保障よ
りも高い保障をすることはなんら憲法に違反することではないから、あえて憲法改正の必要はないと考えられる」とさ
れつつ、国際法と憲法を同等とする立場から、「後法が前法を改廃するという後法優先の原則により前法たる憲法が改
京されたものと解釈することができるであろう（例、Ａ規約一一条、九条などと日本国憲法二五条）」と述べられる
（川勝勝則「国際社会福祉」法学セミナー、昭五四年五月、臨時増刊号三八頁）私見では、人権保障という人類普遍の
根本規範の場合、やはり改憲措置がとられべきであるが、ただ、憲法一一五条との関係では、本文に述べたような解釈変
更によって条約との適合性の維持は可能と解する。
（Ⅳ）］○ｍのロ⑩の。閉の》斉藤靖夫訳「ドイツ連邦共和国における外国人の国法上の地位」（ジュリスト六二二号～六二四号、一
九七六年）所収。外国人の法的地位をドイツ現行国法上の観点から考察したものであるが、その後同じ傾向の指摘はわ
が国においても沢木、小川、河野正輝教授らによってなされている。沢木教授によれば、社会保障は社会連帯を基礎と
するもので、「人類共同体という視点からするならば、社会保障は全人類に及ぽさるべきことになろう」とされる（「国
際社会における外人法」ジュリスト六八一号六八頁）。小川教授によれば、憲法三○条の規定にかかわらず「外国人も
納税の義務を負わされているのであり、全額国庫負担という限り、その財源は結局、日本社会を樹成するこれら外国人
を含む多くの人々の負担で賄われていることになるのであって、社会保障はこの意味で社会連帯の思想に立脚するもの
であり、国民年金法一条にいう「国民の共同連帯」の思想も、まさにこの意味に解すべきである」（「在日外国人の社会
保障法制上の状況」法律時報五七巻五号、五三頁’五四頁）。
河野教授は、「そもそも社会保障はニードによって、すなわち政治的背景ではなく経済的背景から生れてきたという
事実を考慮すると、社会保障の法理においても国籍の有無という形式的要件よりも共同体の一員として生活していると
いう社保経済的蝋夷に着目して適用対象を画することが本来の姿である」とされる（「外国人と社会保障ｌ難民条約
社会保障の国際的連携はそれを受ける人類の権利の側からみると社会保障の内外人平等待遇権である。それは経済
の国際化をもっとも大きな要因とする世界社会の形成とともに生成してきたものである。したがってその権利は、従
、
、
、
勺
来の国家が国民に対して保障義務を負う一般的基本的人権とはまったく異質なものである。この一般的基本的人権の
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もに、その課題を検討した。
以上、社会保障法の国際化の重要側面としての国際的連携について、その歴史的、社会的、法理的意義の考察、そ
れを主導したＩＬＯ条約・勧告の生成・発展の流れの追跡、それに対応すべきわが法制の現状をあきらかにするとと
関
係
整
備
法
の
意
義
と
問
題
点
Ｉ
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
七
八
一
号
五
一
頁
）
．
（肥）金子宏教授は、生存権を保障するためには社会保障制度等が必要となり、そのためには累進説率による富の再分配が
不可欠であることなどから、「累進税率を内容とする「担税力に即した税負担の配分・’の観念」は憲法が暗黙の前提と
するところと解することが可能とされる。「税制と公平負担の原則」ジュリスト五○六号一二頁。
（四）私の生存権と社会連帯原理の関係についての理解は、注向）拙稿参照。
（卯）この表現は馬場宏二「現代資本主義の多原理性」（経済評論一九七九、七月号所収）にあらわれている。
（型かって国民健康保険法が原則的に外国人を排除しつつ、地方自治体に「条例で定める国」については被保険者とする
ことができることとされていたところ、一九八○年の時点で、全国市町村三、一一一○○のうち、すでに約一一、○○○が外国
人を適用対象としていた。小川、前掲「在日外国人の社会保障法制の状況」法律時報五七巻五号、四六頁参照。
む
す
び
保障自体が国際化され、各種人権保障に関するＩＬＯ条約や世界人権宣言、国際人権規約などの国際的規範の形成と
（注）
、
、
ともに「国内の自国民の人権の保障を国際的に負う」時代となっているが、内外人平等待遇権の場合は「国内の他国
、
、
、
民の人権の保障を各国が国際的に負う」ところに特色がある。「他国民」の権利保障であるがゆえに、それは当然に
従来の国民国家的憲法ないし人権感覚でとらえうるものではなく、「国家」、「国民」、「国籍」といった既存概念の超
越、さらに消滅さえをも迫るものである。それは世界社会の形成により、人権がこれら概念の枠を突破し、世界社会
の構成員として、あるいは人類社会の構成員としての権利に発展したことの帰結である。すくなくとも、人権保障に
関しては、国家は国民国家から脱皮しなければならない。脱皮したあとの国家は、世界社会の構成員たる人類の権利
保障、社会保障権についていえば生活保障についての単なる地域的責任分担主体であるにすぎない。いなこの国家の
姿
す
ら
暫
定
的
な
も
の
で
あ
り
、
や
が
て
は
よ
り
大
き
な
世
界
的
機
構
Ⅲ
世
界
連
邦
に
吸
収
さ
れ
て
ゆ
く
過
程
で
あ
ろ
う
。
し
た
が
っ
て
将
来
的
に
は
こ
の
よ
う
な
世
界
的
機
構
の
あ
り
方
、
さ
ら
に
世
界
連
帯
の
法
理
の
構
築
が
必
要
と
さ
れ
る
。
社会保障の国際的連携についてのＩＬＯ条約進展の過程は、この世界社会、それを組織する世界連邦形成の過程で
もある。したがっていまだ理想的な形とはなっていない。むしろこの点では国際人権規約Ａ規約の方が一歩先んじた
感がある。このような国際的規範形成の現状において、わが国もそれなりの前進を示しているが、さしあたってわが
国
に
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
と
し
て
は
つ
ぎ
の
三
点
で
あ
る
。
⑪
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法
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国
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す
る
即
時
適
用
②ＩＬＯ二八号条約、一五六号条約の可及的すみやかな批准（国際的通算制度への参加）
③
い
わ
ゆ
る
「
不
法
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国
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惨
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状
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の
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九
八
このうちの⑪はＡ規約との関係での条約違反状態解消のために即時必要とされる。これによって生存権Ⅱ社会保障
権は、憲法学の通説に反し、世界的には属地主義的に保障されることになるし、それが望ましい。
現在わが国に在住する外国人は八六万人といわれ、わが国はまた年間六百万人の海外移動数を示し、これが通産省
の「シルバー・コロンビア計画」、運輸省の「テン・ミリオン計画」などでいっそう促進されようとしている。「世界
は一つ」はますます現実化している。それにともなう法理ないし理論の形成、構築が必要とされている。本稿がこれ
にこたえるための一助となれば幸いである。
（注）芹田健太郎「国際人権規約の意義とその概要」法律時報五一巻八号三○頁。本稿ではこの人権の国際化自体の問題は
扱わなかったが、現在の国際法学上の大論点である。最近の文献として、江橋崇「人権の国際化と国際水準」法律時報五
九巻六号、七号、久保田洋「人権の国際的実施」法学志林（法政大学法学志林協会）八五巻三号所収。この問題について
の文献は両論文に紹介されている。
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
九
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